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1.	 問題の所在
　1980年代の新自由主義改革とグローバル化に
よる「市場制度の同質化運動」が推進されるなか
で、「資本の世界性」と「国家の領域性」の対抗関
係に焦点があてられてきた。（杉崎、1998）「資本
の世界性」とは、国境を越えた自由な移動を通じ
て、利潤の極大化を可能にする最適な投資選択を
追求する資本の性格をいう。これに対して、「国家
の領域性」とは、確定された国境内部における統
治機構としての国家がもつ統治領域の地域限定的
な性格を意味する。従来の世界経済モデルでは、
「資本の世界性GC」は、「国家の領域性S」との関
係を、国民経済の枠組みを土台とする一国的な資
本蓄積に対して、過剰な資本が国外に輸出され
るという「資本輸出型モデル」として考察してき
た。これに対して本稿は、筆者がこれまで検討し
てきたGCES構造（Global Capital Exchanges States 
Structure）に方法的基礎においている。
　GCES構造とは、GCとSの関係をE（外国為替）
が調整するシステムで、下記の構造式によって表
わされる。Exchangesは為替相場を意味するが、
国際収支上の経常収支、資本移転収支、金融収支
の項目で総括される国際経済の調整メカニズムで
ある。
GCES ≝ GC・E ǣ ࣭S S DC࣭L R ࣭BCP
GC世界資本； ǣ  為替（中心・周辺）；S  国家n；
S  対外国家；S  対内国家；DC国内資本；L労働；
R他の社会構成体；BCP国境を越える人々
　本稿は、このGCES構造論に方法的基礎におき、
戦間期の「大転換」を分析する試みの一環である。
戦間期の「大転換」をめぐる問題の所在について
はすでにほかの場で議論した。（杉崎、2014）ここ
では特に、GCとSの関係を、国家財政の観点から
検討する。
2.	 財政膨張と租税構造の転換
　戦間期がイギリス国家財政にとって重大な転換
点であることはこれまでも指摘されてきた。ここ
ではピーコックとワイズマンの「転移効果」につ
いてふれておこう。1  本書の目的は、主要に経費
構造の肥大化からの分析を行うものであったが、
そのなかで租税構造の変化についても、戦時中の
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“inspection effect検閲効果”の一環として、新税の
導入による課税対象の拡大と徴税の強化について
も触れている。2 しかしながら、イギリス資本主義
の世界市場型金融資本蓄積との関連にはふれてい
るわけではない。むしろ、この点を早い時期に取
り上げていたのは、ヒックスでありケインズで
あった。
　ヒックスはイギリス財政史3 のなかで、イギリ
スの戦費調達における外資依存と、1920年代の
公債管理における短期借長期貸の構造についてふ
れているが、財政研究の観点からは、イギリスの
資本輸出構造の転換との関連が捨象されている。
　ケインズは、戦前レートによる金本位制度への
復帰に反対すると同時に、イギリスの資本輸出を
過大なものとし、国内政策の資金源泉充実の必要
性を説いているという点では、イギリス金融資本
蓄積のもつ外向的性格や世界性に留意はして
いた4 が、それ自体を本格的に検討の対象とした
わけではなかった。巨大なシティのベールに包ま
れた存在そのものよりも、財政金融政策の転換が
重要であったからである。その結果、イギリス資
本主義の世界市場的性格の国内的蓄積への「大転
換」のプロセスを、GC vs S関係としての捉える
ことにその学問的情熱を注ぐことはなかったし、
結果的に世界経済への視野をみずから狭めること
になったといってよい。
3.	 印紙税をめぐって
　本稿では、第一次世界大戦がもたらした財政膨
張に対して、徴税強化と公債発行により戦費調達
を進めなければならなくなった国家と、ポンド撒
布をつうじて人の移動と貿易と資本の循環を形成
する「世界市場型金融資本蓄積」との矛盾を考察
するうえで、印紙税増税の問題に限定して簡単な
スケッチをおこなう。
　イギリス金融資本の世界市場的蓄積の特性につ
いては、すでに別の場で考察をおこなってきたの
で、ここでは立ちいらない。5
　第一次世界大戦の勃発とともに、イギリス政府
は戦費調達のために徴税対象を拡大したが、印紙
税増税はその一環であった。＜表1＞に見られる
ような、戦間期のイギリス財政における租税収入
の膨張のなかにあっては、印紙税増税の歳入に及
ぼす効果は大きくはなかったが、イギリスの対外
投資に及ぼす影響はけっして小さくはなかった。
この印紙税は本来は、国内証券にたいする課税と
しての意味が大きかったが、1920年に増税され、
その後も税率が維持されたまま推移したため、ロ
ンドンにおける起債コストを高める要因となっ
た。その間の事情について、PRO文書は、中南米
における米国資本進出と英国資本の起債引き受け
における劣位の事情を指摘している。6
　その際重要な点は、シティの世界性という点に
ある。イギリス金融資本はロンドンのシティを基
点としながらも、ニューヨークでも活動している
ため、起債引き受けに際しての不利な条件となる
印紙税について政策的なロビー活動を行わず、む
しろニューヨークでの引き受け業務を増やして対
応したのである。結果的に、中南米への資本輸出
は過剰貸付の性格をもつようになり、1929年恐
慌が波及する過程でデフォルトが発生する要因と
もなった。7
　シティを基点とするマーチャント・バンクは、
その活動をニューヨークでもおこなっていたた
め、恐慌の発生と前後して、イギリスに回帰する
必要が生じた。世界恐慌により世界市場が収縮す
る中で、世界市場型金融から国内向け金融へとそ
の軸を転換することを迫られていったのである。
　イギリスの印紙税増税は、戦費調達の一環であ
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り、イギリスにおける起債条件を悪化させるもの
であった。ところが、イギリス資本の世界性は、投
資起点の一部をニューヨークに移すことで、第一
次世界大戦後のイギリス資本市場における発行条
件の劣位を隠蔽することになった。アメリカのバ
ブルが崩壊することで、イギリス金融資本の世界
性は大きな転換を迫られることになったのである。
4.	 小括
　本稿では、GCES構造論の観点から、イギリス
における国際貸付けの対内貸付への転換のプロセ
スにおける、税構造改編の一環としての印紙税増
税が世界市場的資本蓄積に及ぼした影響について
検討した。帝国主義戦争における戦費調達の膨張
は、世界市場型金融資本的蓄積の基盤を掘り崩す
ことで、資本の世界性GCを、Sとしてのイギリス
帝国に旋回させ、さらには小国としての「福祉国
家」へと収斂することになる。そのなかにあって
も、GCとしての世界性はロンドン金融市場で維
持され、サッチャー改革のもとで再び、解き放た
れることになる。
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＜表１＞ 戦間期英国財政
租税収入の推移（単位：百万ポンド）
関税 物品税 自動車税
遺産税 印紙税 個人所得税
付加税 国防税 超過利得税
超過利得税、法人税 地租、地価税、家屋税 その他
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